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安倍政権は、共謀罪を導入する組織犯罪処罰法改定案を、「テロ等準備罪」

と名前を変え、今国会に提出することを表明しています。 

共謀罪については、２０００年代初めから３回にわたり国会に提出されたも

のの、実際の犯罪行為がなくても、相談や計画しただけで処罰される危険な内

容に、“内心を取り締まるのか”との国民の強い反対が広がり、３度とも廃案

となっています。 

政府は、共謀罪ではなく「テロ等準備罪」であるとし、処罰対象は「組織的

犯罪集団」に限り、その集団は、テロ組織、暴力団、薬物密売組織と例示対象

を絞り込むなど過去の共謀罪との違いを強調しています。しかし、この間の国

会質問を通じ、金田勝年法相は「それ以外のものも含まれる場合がある」とし

た上、なにが「共謀」にあたるか判断するのは捜査機関と述べました。安倍首

相も組織的犯罪集団の「法定上の定義はない」と認めています。 

また、法相は、国会答弁において、共謀罪をめぐる捜査の中で、電話やメー

ルなどの盗聴を可能にした「通信傍受法」を使うことを将来的に検討すること

も認めています。共謀罪の創設で、犯罪に関係のない国民の人権・プライバシ

ーが侵される監視社会への道が一層強まることは否定できず、国民の思想や良

心の自由、人権に重大にかかわる法案を提出することは許されません。 

２月１日、刑事法研究者１３７人が、国会提出予定の同法案に反対する声明

を公表し、共謀罪法案は「犯罪対策にとって不要であるばかりでなく、市民生

活の重大な制約をもたらします」との警鐘を発しています。声明にあるように、

すでにテロ対策として 5つの国連条約、および、その他 8つの国際条約が採択

されるとともに、日本においても、早期に国内立法が行われ、テロ対策立法は

すでに完結しています。また、従来から、特別法による予備罪・陰謀罪・教唆

罪・せん動罪の処罰が広く法定されており、それらの数は 70以上にも及び、日

本の法制度は、もともと「予備罪」や「準備罪」を極めて広く処罰しているの

が現状です。 

 政府により国会提出が予定されている同法については、以上のような点から、

立法事実そのものが存在せず、提出しないよう求めるものです。 

以上、  により、意見書を提出します。 
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